
満３歳以上である

必要性がない

満３歳未満である

経過している

該当する

必要性がある

経過していない

該当しない
無償化の対象とはなりません。

認定区分と対象施設について

新制度に移行していない幼稚園の利用が無償化の対象となります。

　幼児教育・保育の無償化の対象となるためには、市から、子ども・子育て支援法（以下「法」という。）に規定される認定を受ける必要があります。下記により
ご自身の認定区分とその認定区分に応じた対象施設をご確認のうえ、認定の申請を行ってください。

無償化の対象とはなりません。

対象児童が属す
る世帯は、市区
町村民税非課
税世帯に該当し
ますか？

スタート

対象児童の年齢
は満３歳（３歳
の誕生日を迎え
ている）以上で
すか？

対象児童は、満
３歳（３歳の誕
生日を迎えてい
る）になった後
の最初の３月３
１日を経過して
いますか？

対象児童は
保育の必要
性はありま
すか？

新制度に移行していない幼稚園
（満３歳になった日から対象）、
幼稚園の預かり保育事業、認可外
保育施設、一時預かり事業（定期
利用は除く）、病児保育事業、
ファミリーサポートセンター事
業、特別支援学校の幼稚部の利用
が無償化の対象となります。

新制度に移行していない幼稚園、幼稚園の預かり保育事業、認可外保育施
設、一時預かり事業（定期利用は除く）、病児保育事業、ファミリーサ
ポートセンター事業、特別支援学校の幼稚部の利用が無償化の対象となり
ます。

「保育の必要性がある」とは、原則父母

それぞれ（ひとり親の場合は一方のみ）

が、次のいずれかの理由に該当し、児童

の保育に当たれない場合を指します。

月４８時間以上の就労、妊娠・出産、疾

病・障害、介護・看護、災害復旧、求職

活動、就学、虐待・DVのおそれ など

「市区町村民税非課税世帯」とは、住民税非課税世帯、未婚のひとり親を寡婦等とみなした場合に住民税

が課されない世帯、生活保護世帯、児童福祉法上の里親世帯のことをいいます。また、認定する月により

判定対象となる住民税の課税年度が異なります。

【認定が４～９月】⇒前年度が非課税かどうか 【認定が１０～３月】⇒当該年度が非課税かどうか

法第30条の4第1号認定に該当

法第30条の4第２号認定に該当

法第30条の4第３号認定に該当


